苦情解決業務規程
第１章　総則

（趣旨）

第1条 　社会福祉法人種の会（以下本法人という）が、経営する福祉施設の福祉サービスに係る処遇の内容に関する苦情、福祉サービスの利用契約の締結、履行又は解除に関する苦情が利用者から寄せられた時は本規程により解決するものとする。

（目的）

第2条 　本法人経営の各施設が提供する福祉サービスに対する利用者の満足度を高めること並びに利用者個人の権利を擁護するとともに利用者が福祉サービスを適切に利用することができるように支援する。

第２章　業務

（利用者）

第3条 　本規程による利用者の範囲は、次の通りとする。

①保育所利用児童及びその家族

　　　②一時保育、地域活動事業利用者及びその家族
　　　③その他本法人が実施している社会福祉事業、公益事業の利用者及びその家族

（苦情受付担当者）

第４条　　理事長は、本法人の各施設に苦情受付担当者を職員の中から選任する。

（業務）

第５条　　苦情受付担当者は、利用者又はその家族からの苦情を受付ける。

　　２　　受付けた苦情内容、利用者及びその家族の意向等の確認とその内容を書面にて記録する。

　　３　　第三者委員への報告の要否及び苦情申立人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否を苦情解決責任者と協議する。

　　４　　受付けた苦情及びその改善状況等を苦情解決責任者及び第三者委員に書面にて報告する。

（苦情解決責任者）

第６条　　理事長は、本法人各施設に苦情解決責任者を選任する。

　　　　苦情解決責任者は、施設長又は理事が就任する。

（業務）

第７条　　苦情解決責任者は、苦情申立人との話合いによる解決に努める。

　　２　　苦情解決責任者は、必要に応じて申立人との解決の際に第三者委員の助言及び立会を求めることができる。

　　３　　苦情申立人に改善を約束した事項について、苦情申立人及び第三者委員に対して、一定期間後、書面にて報告する。　
（第三者委員）

第8条 　理事長は、理事会に諮り第三者委員を選任する。

（業務）

第9条 　第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとともに、苦情申立人に対して報告を受けた旨を通知する。

　　２　　第三者委員の立会による苦情申立人と苦情解決責任者の話し合いは次により行う。
　　　　ア　第三者委員による苦情内容の確認

　　　　イ　第三者委員による解決案の調整、助言

　　　　ウ　話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認

第３章　附則

（施行）

第１０条　本規程は、平成１５年９月１日から施行する。

